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令和６年度地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）活用事業実績

（単位：円）

No
交付対象事業
の名称

総事業費

（A）

寄付額

（B）

その他

（A）－（B）

事業
開始
年月

事業
完了
年月

備考

1 地域防災対策費（臨時） 9,613,187 2,000,000 7,613,187 R6.4月 R7.3月

2 大人の社会塾（熱中小学校）事業費 8,000,000 1,200,000 6,800,000 R6.4月 R7.3月

3 中心市街地等創業支援事業費 7,701,000 100,000 7,601,000 R6.4月 R7.3月

4 子ども医療費助成事業費 135,219,340 5,000,000 130,219,340 R6.4月 R7.3月

5 母子保健事業費 27,631,923 1,300,000 26,331,923 R6.4月 R7.3月

6 学校教育活動支援事業費 7,735,554 1,000,000 6,735,554 R6.4月 R7.3月

7 小・中ＩＣＴ教育推進事業費 64,942,053 1,100,000 63,842,053 R6.4月 R7.3月

合　計 260,843,057 11,700,000 249,143,057
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地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）効果検証 資料

▼事業名称及び事業費、事業内容

▼重要業績成果指標（ＫＰＩ）（Ｒ７.３月末）

▼事業効果（地方創生に「非常に効果的であった」・「相当程度効果があった」・「効果があった」・

「効果がなかった」から選択）

▼その他特記事項

▼今後の方針とその理由

▼外部有識者からの評価（「有効であった」・「有効であったとは言えない」から選択）

地域防災対策費（臨時） 9,613,187 円

（防災行政無線機器更新委託料へ 2,000,000 円活用）

令和２年の運用開始から５年が経過するため、耐用年数を迎える本庁・須木庁

舎・野尻庁舎にある配信局の UPS、VPN ルーター、東方・ひなもり送信局の始動

用バッテリー、市内 29 か所ある屋外拡声子局のバッテリー等を交換し、無線設

備の安定した運用を図った。

総合戦略 基本目標３

住み続けたいと思うまちをつくる

－４ 協働によるまちづくり

① 多様な主体との連携の推進

民間企業等との連携協定数

（累計）
指標値：60 協定 実績値：93 協定

地方創生に非常に効果的であった。

特になし。

普段は市民への情報発信ツールとして時報や行政情報、イベント情報などの情報

を発信している。

災害時には震度情報や避難所の開設情報、住民避難情報の発信など、市民の生

命・財産を守るために重要な役割を果たしている。

今後も機器の保守点検や交換を計画的に行い、市民への安定した情報発信を図っ

ていきたい。

地方版総合戦略のＫＰＩ達成に

有効であった ・ 有効であったとは言えない
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地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）効果検証 資料

▼事業名称及び事業費、事業内容

▼重要業績成果指標（ＫＰＩ）（Ｒ７.３月末）

▼事業効果（地方創生に「非常に効果的であった」・「相当程度効果があった」・「効果があった」・

「効果がなかった」から選択）

▼その他特記事項

▼今後の方針とその理由

▼外部有識者からの評価（「有効であった」・「有効であったとは言えない」から選択）

大人の社会塾（熱中小学校）事業費 8,000,000 円

（大人の社会塾事業補助へ 1,200,000 円活用）

・首都圏の経営者や第一線で活躍する大学教授などを講師に迎え、広く生徒を集

める人材育成を行った。

・新たな取組として、生産者と消費者をつなぎ、食べる楽しさを育むコミュティ

づくりを目指す大人の社会塾として開校された食の熱中小学校を実施した。

総合戦略 基本目標３

住み続けたいと思うまちをつくる

―４ 協働によるまちづくり

② 関係人口の創出・拡大

民間企業等との連携協定数

（累計）
指標値：60 協定 実績値：93 協定

こばやしファン・サポーター

ズ CLUB の会員数
指標値：17,000 人 実績値：32,000 人

地方創生に相当程度効果があった。

平成 29 年度中に市民を中心とした実行委員会が発足し、平成 30 年度から実行委

員会での運営を開始しており、円滑な事業運営を行っている。

全国展開する熱中小学校のネットワークを活用し、講師陣からの授業として、市民

や市民活動を行う団体への周知を行う

地方版総合戦略のＫＰＩ達成に

有効であった ・ 有効であったとは言えない
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地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）効果検証 資料

▼事業名称及び事業費、事業内容

▼重要業績成果指標（ＫＰＩ）（Ｒ７.３月末）

▼事業効果（地方創生に「非常に効果的であった」・「相当程度効果があった」・「効果があった」・

「効果がなかった」から選択）

▼その他特記事項

▼今後の方針とその理由

▼外部有識者からの評価（「有効であった」・「有効であったとは言えない」から選択）

中心市街地等創業支援事業費 7,701,000 円

（地域商業再生支援事業費補助へ 100,000 円活用）

小林商工会議所が、ＴＥＮＡＭＵビル内に設置する小林ビジネス支援センター

において、４名の専門家（中小企業診断士・社会保険労務士）を活用し、市内の

小規模事業者に対し効果的な経営戦略など時代の変化に適応できうる経営力再構

築に向けた支援を行った。令和６年度は環境変化に対応するために継続的な支援

を求めている事業者が大半を占めた。

総合戦略 基本目標３

住み続けたいと思うまちをつくる

－２ 各産業の活性化

② 商工業の「稼ぐ力」の向上

観光消費額 指標値：38.2 億円 実績値：34.4 億円

地方創生に効果があった。

創業スクールでは会社勤めをしながら夜間に受講される事業者が多く、実際に創

業するまでに数年かかる人や創業にまで至らない人もいる中で、令和６年度は起業

まで至った事業者が１名いた。

時代の変化に適応できる経営力を経営者自らで再構築していくことが必要であ

ることから、直面する経営課題に対し、事業承継や資金調達などについて対話と傾

聴を行いながら支援する「伴走型支援」を今後も引き続き実施していく。

地方版総合戦略のＫＰＩ達成に

有効であった ・ 有効であったとは言えない
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地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）効果検証 資料

▼事業名称及び事業費、事業内容

▼重要業績成果指標（ＫＰＩ）（Ｒ７.３月末）

▼事業効果（地方創生に「非常に効果的であった」・「相当程度効果があった」・「効果があった」・

「効果がなかった」から選択）

▼その他特記事項

▼今後の方針とその理由

▼外部有識者からの評価（「有効であった」・「有効であったとは言えない」から選択）

子ども医療費助成事業費 135,219,340 円

（乳幼児医療費助成金へ 5,000,000 円活用）

・乳幼児については自己負担額 350 円/月、小中学生については自己負担額 800

円/月とし、保険診療分の一部助成を行い保護者の経済的負担の軽減を図った。

総合戦略 基本目標１

希望する人が安心して子どもを生み育てられる環境をつ

くる

－１ 結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援

③ 子育て支援

この地域で今後も子育てをし

ていきたいと感じる保護者の

割合

90％以上を維持 実績値：86.46％

地方創生に非常に効果的であった。

特になし。

今後も継続して、乳幼児については自己負担額 350円/月、小中学生については自
己負担額 800円/月とし、保険診療分の一部助成を行い保護者の経済的負担の軽減
を図る。

地方版総合戦略のＫＰＩ達成に

有効であった ・ 有効であったとは言えない
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地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）効果検証 資料

▼事業名称及び事業費、事業内容

▼重要業績成果指標（ＫＰＩ）（Ｒ７.３月末）

▼事業効果（地方創生に「非常に効果的であった」・「相当程度効果があった」・「効果があった」・

「効果がなかった」から選択）

▼その他特記事項

▼今後の方針とその理由

▼外部有識者からの評価（「有効であった」・「有効であったとは言えない」から選択）

母子保健事業費 27,631,923 円

（健康診査業務委託料へ 1,300,000 円活用）

・妊婦健康診査、乳幼児健康診査、赤ちゃん訪問、健康相談等妊産婦や乳幼児へ

きめ細かい支援を行った。

総合戦略 基本目標１

希望する人が安心して子どもを産み育てられる環境をつ

くる

－１ 結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援

② 妊娠・出産支援

この地域で今後も子育てをし

ていきたいと感じる保護者の

割合

90％以上を維持 実績値：86.46％

地方創生に非常に効果的であった。

特になし。

妊産婦健康診査及び乳幼児健康診査を対象者全員が受診でき、妊娠期から子育

て期にわたり母子とその家庭が健やかに過ごせるよう切れ目なく支援する。乳幼

児期から健康的な生活習慣を身に付け継続できるよう、乳幼児健康診査や育児相

談等での周知や学校と連携した栄養指導や生活改善指導を継続して行う。

地方版総合戦略のＫＰＩ達成に

有効であった ・ 有効であったとは言えない
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地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）効果検証 資料

▼事業名称及び事業費、事業内容

▼重要業績成果指標（ＫＰＩ）（Ｒ７.３月末）

▼事業効果（地方創生に「非常に効果的であった」・「相当程度効果があった」・「効果があった」・

「効果がなかった」から選択）

▼その他特記事項

▼今後の方針とその理由

▼外部有識者からの評価（「有効であった」・「有効であったとは言えない」から選択）

学校教育活動支援事業費 7,735,554 円

（中学校九州・全国大会出場費補助へ 1,000,000 円活用）

部活動等が九州及び全国大会へ出場する際、出場費補助金を交付することで、

文化活動やスポーツの振興を図った。

総合戦略 基本目標３

住み続けたいと思うまちをつくる

―３ ０歳から 100歳までの小林教育の推進
①教育環境の充実

小林市の小・中学校で「子ども

を学ばせたい」と感じる市民

の割合

指標値：70％以上 実績値：55.5％

地方創生に相当程度効果があった。

特になし。

九州大会及び全国大会への出場機会を得た部活動等に対し補助金を交付するこ

とで、生徒の競技力の向上、選手間の交流及び各競技の発展に寄与する。

地方版総合戦略のＫＰＩ達成に

有効であった ・ 有効であったとは言えない
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地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）効果検証 資料

▼事業名称及び事業費、事業内容

▼重要業績成果指標（ＫＰＩ）（Ｒ７.３月末）

▼事業効果（地方創生に「非常に効果的であった」・「相当程度効果があった」・「効果があった」・

「効果がなかった」から選択）

▼その他特記事項

▼今後の方針とその理由

▼外部有識者からの評価（「有効であった」・「有効であったとは言えない」から選択）

小・中学校ＩＣＴ教育推進事業費 64,942,053 円

（機器使用料へ 1,100,000 円活用）

・ＩＣＴ機器を活用した教員の指導能力の育成を行うとともに、学習指導要領に

沿った情報活用能力の育成を図るため、タブレット型パソコン及びソフトウェア

を活用するための操作・活用研修を実施した。

総合戦略 基本目標３

住み続けたいと思うまちをつくる

―３ ０歳から 100歳までの小林教育の推進
①教育環境の充実

小林市の小・中学校で

「子どもを学ばせたい」

と感じる市民の割合

指標値：70％以上 実績値：55.5％

地方創生に相当程度効果があった。

特になし。

活用に向けた研修や授業研究会等を重ね、教職員の機器活用を促進し、ICTを活用
した教育の充実を図っていく。

地方版総合戦略のＫＰＩ達成に

有効であった ・ 有効であったとは言えない
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